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研究成果の概要（和文）： 本研究ではフィールド調査を行いながら滞日外国人が実際にどのような生活課題を
抱えているのか把握するとともに、問題を抱えた当事者がどの程度支援にアクセスできているのか、支援のあり
方、制度、サービスの利用等について滞日外国人当事者にインタビューを行った。障がいについては、メンタル
ヘルスも含めた問題も取り上げていくこととした。研究結果から、滞日外国人当事者が望む支援として１）将来
を見据えた具体的なキャリア支援を行うことの重要性、２）DV、メンタルヘルス等の生活問題から人権侵害に相
当する問題に対処できる人材の育成、３）文化的コンピテンシーも含めた当事者のエンパワメントが必要である
ことが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）： This study examines what kind of social problems new immigrants in Japan 
are actually facing as well as how much access can be made by them in terms of the way of support, 
the use of services and the system, etc. The research was primarly conducted by field research and 
focus group interview. As for disability, we also addressed issues including mental health. By 
analyzing their own needs of new immigrants in Japan, it is necessary to promote 1) the importance 
of providing concrete career support, 2) the development of human resources who are capable of 
dealing with living problems such as DV and mental health, and issues of human rights violations, 
and 3) the empowerment of the parties, including cultural competencies.

研究分野：ソーシャルワーク
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 本研究では、ニューカマーの滞日外国人の中でも特に滞日ブラジル人を中心に、フィールド調査を通じて生活
状況を把握し、ソーシャルワークの視座から実践的な生活支援のあり方を提示していくことを目的とした。
NPO/NGO団体や医療、行政機関等が提供する支援内容と滞日外国人当事者が望む支援内容の相違について整理
し、当事者が望む支援を明らかにした。障がいの問題についてアンケート調査からは可視化できなかったが、滞
日外国人支援者への調査からは、実際の取り組みや支援の様子をうかがうことができた。協働的実践を行いなが
ら現場が抱えるニーズを滞日外国人当事者とともに把握し、問題解決に導くことの重要性が確認できた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
1990 年の入管法改正によるビザの緩和で、日本での在留資格を取得し、『デカセギ』労働者
として来日したブラジル人の中には、2008 年に起こったリーマンショック以降も本国に戻らず、
日本に定住している人びとも存在する。特に、日本で生まれ育った若い世代が日本国籍を取得
する動きもあることから、今後ブラジル人が日本に住み続ける可能性が高いと考えられる。他
の滞日外国人と比較してブラジル人の特徴的な点は、日本での永住を必ずしも希望している
人々が増えているのではなく、依然本国への帰国の見通しが立たないまま日本で生活している
ケースが多い。ブラジル人の滞在の長期化は、もはや労働問題や就労問題といった特化した問
題にとどまらず、かれらが今後日本で生活し、さまざまな福祉サービス、制度を利用すること
が確実となってくる。ブラジル人を含むニューカマーの滞日外国人全体を取り巻く今後の課題
を考えるとき、社会のセイフティネットからこぼれ落ちている状況から脱却していくことが重
要であり、同時に、メンタルヘルスを含む福祉政策や福祉サービス利用のための支援も必要で
あると考えている。 
  
２．研究の目的 
 本研究では、ニューカマーの滞日外国人の中でも特に滞日ブラジル人を中心に、フィールド
調査を通じて生活状況を把握し、ソーシャルワークの視座から実践的な生活支援のあり方を提
示していくことを目的とした。具体的には以下の点を明らかにする。 
（１） 滞日外国人が実際にどのような生活課題を抱えているのか、また彼らはどのような支

援を必要としているのかニーズを把握するとともに、支援における今後の課題を明ら
かにする。障がいについては、メンタルヘルスも含めた問題も取り上げる。そして社
会保障の有無、福祉制度やサービスの利用等どの程度福祉的支援を活用しているのか、
またサポートを求める場所としてどのような支援団体、機関等を利用しているのか等
についても明らかにする。 

（２） 当事者の実態を踏まえた上で、NPO/NGO 団体や医療機関、行政機関等の支援団体に対
しインタビュー調査を行い、具体的にどのような問題を当事者が抱えているのか、あ
るいは問題を抱えた当事者がどの程度支援にアクセスできているのかについて明ら
かにする。それに対する支援のあり方、制度の活用、サービス利用のあり方等も調査
する。 

（３） 当事者にもインタビュー調査を行い、現在抱えているニーズは何かを明らかにする。
当事者、支援者の双方の視点で、直面している課題への対応や問題解決のための制度
の活用、他機関、他職種との連携等問題点を整理する。ソーシャルワークの視座から
当事者側、支援者側の問題点を分析し、支援のあり方について検討し、実践していく。
さらに支援する側、支援される側双方にとって、より明解で活用しやすい具体的なマ
ニュアルやパンフレットの作成を行い、支援者、当事者に配付していく。 

 
３．研究の方法 
（１）市区町村、国際交流協会、NPO/NGO への郵送法によるアンケート調査 
市区町村の国際交流課や、国際交流協会、NPO/NGO に対して郵送法によるアンケート調査を
行い、滞日外国人が実際にどのような生活課題を抱えているのか、また彼らはどのような支援
を必要としているのかニーズを把握するとともに、支援における今後の課題を明らかにする。 
（２）滞日外国人支援者への調査 
 主に滞日ブラジル人を支援している支援者に半構造化インタビューを行い、滞日外国人の視
点からみた課題にはどのようなものがあるのか、滞日外国人当事者が望む支援とは具体的にど
のようなものなのかについて明らかにする。そして、障がい者への支援における具体的な課題
を抽出する。 
（３）滞日外国人当事者に対する調査および協働的実践 
 主に滞日ブラジル人当事者に対するフォーカスグループインタビューを通して、当事者の語
りからみた生活の実態及びニーズを把握する。ニーズをもとにコミュニティでの協働的実践を
行いその成果を分析する。 
 
４．研究成果 
（１）市区町村、国際交流協会、NPO/NGO へのアンケート調査 
 本研究では、全国の滞日外国人支援関連団体（66ヵ所）・国際交流協会・自治体（172 ヵ所）、
計 238 ヵ所の相談担当者および代表者を調査の対象とした郵送によるアンケート調査を実施し
た。調査期間は、2015 年 8月～10月の 3ヶ月間で、調査対象機関 238 ヵ所のうち、111 か所か
ら回答が得られ、回答率は 47.9%であった。基本属性である機関・団体種別は、国際交流協会
（67.5%）、市町村（14.0%）、滞日外国人支援団体（10.5%）、その他（7.9%）であった。 
今回の調査により、相談内容の主なものとして、教育問題、医療問題、労働・雇用問題が存
在することが明らかとなった。教育問題の相談内容には不就学、学力、日本語・コミュニケー
ション、特別支援教育などが含まれており、医療問題には、病気や治療に関する情報、医療機
関へのアクセス、メンタルヘルスなども存在した。労働・雇用問題においては、失業、賃金、



労災、雇用条件があった。調査対象機関が抱える課題には、滞日外国人の生活課題・問題の複
雑化、連携・支援体制作りの必要性（地域格差の是正も含む）、マンパワーの不足（通訳者の不
足、相談対応、ボランティア）、団体の運営面・活動資金、滞日外国人に対する情報発信・ニー
ズの把握の必要性、等があることが明らかとなった。 
調査結果から、児童福祉や教育問題に関する生活課題、そして医療に関する問題が多く含ま
れることが分かった。それを踏まえ、今度は滞日外国人の家族が抱える生活課題と支援団体に
よる支援課題について、先述のアンケート調査の内容と先行研究内容を KJ法でカテゴリー化し
分析を行った。先行研究は、サイニィおよびメディカルオンラインから「外国人」「子ども」「保
育」「障害児（者）」のキーワードで検索した論文を中心に分析を行った。 
滞日外国人数や相談件数が多い地域・団体では、継続可能な支援を行うための人材育成や財
源の確保が課題となっている。また、多様な言語を話す滞日外国人もいることから、英語以外
の多言語による通訳支援が必要であると回答している。さらに、滞日外国人が抱える問題も多
様化、複雑化しており、生活困窮、就労、医療、福祉、教育などの複合的な課題が増加してい
るとされた。また、それらの問題に対する福祉サービスへのアクセスが困難であったり、利用
ができなかったりするケースもあり、問題解決にいたらないため、他団体との連携が重要であ
ると指摘している。滞日外国人が多く暮らす地域では、地域の担い手として外国人住民にどう
参画してもらうかが課題となっている。滞日外国人数や相談件数が少ない支援団体では、人材
不足や財源の確保が必要と回答しているものの、専任スタッフが不在である、窓口そのものの
設置がないといった課題を抱えていた。専門家がいないため、実際の支援をボランティアに頼
っていたり、滞日外国人の実態の把握ができないことが課題として挙がっていた。仮に窓口を
設けても、相談に訪れる人がほとんどいないといった現状もあった。障がい児（者）への支援
については、今回のアンケート調査ではどの地域・団体においても課題として取り上げられて
いなかった。 
 
（２）滞日外国人支援者への調査 
滞日外国人の視点からみた課題にはどのようなものがあるのか、滞日外国人当事者が望む支
援とは具体的にどのようなものなのかについて、滞日外国人支援団体の代表である滞日外国人
3 名にインタビューを行い、インタビュー結果から明らかとなった滞日外国人に関する課題に
ついて整理した。調査期間は 2016 年 8 月～2018 年 4 月で、半構造化インタビューを行い、1
回のインタビューに所要した時間は 2時間とした。インタビュー内容は、日本で生活するにあ
たって滞日外国人が抱える問題に具体的にどのようなものがあるのか、また滞日外国人への支
援活動を行う上で、どのような取り組みが必要だと思うのか等を中心に、以下の 1）～4）につ
いて聞き取りを行った。1）団体・機関が抱える課題・問題点、2）滞日外国人が直面する（抱
える）問題、3）制度・サービス面における課題、4）対応困難および問題解決を実現したケー
スについてである。インタビュー内容は ICレコーダーに記録後、テープ起こしを行った。 
 滞日外国人支援者へのインタビュー内容から、もう一つの祖国である国の文化や言葉を誇り
に思うことで、アイデンティティ形成に役立つことが指摘された。また、日本人・外国人を問
わず社会人を育てるためのキャリア支援が必要であり、将来のキャリアに向けた具体的な支援
に留まらず、世界の共通言語である英語を外国人児童にも充実させることが大切であると述べ
られていた。さらに、DV、虐待、障がい、メンタルヘルスなどの生活問題から、生命の危険、
人権侵害に相当する問題に至るまで多様な課題を抱えており、これらの問題に対応できる人材
の育成、体制の強化が求められた。そして滞日外国人を常に支援を受ける対象としてではなく、
地域で『共に暮らす』住民としてお互い助け合う、そのための相互理解を日本人・外国人とも
に意識づけすることで、地域での連帯感が生まれるとされた。 
今回の支援者へのインタビュー調査からは、滞日外国人の障がい児（者）の実態について把
握できていない部分が多く、また、支援者が障がいの問題ととらえていても当事者や家族が認
識していなかったり、言葉の壁による問題ととらえられて適切な支援が行き届いていないケー
スがあることが明らかとなった。支援者の一人は、支援団体が運営する日本語教室で学習支援
や生活支援のみならず、地域の人たちと連携して就職先を斡旋してもらうなどの就労支援も行
っているケースがあると語ってくれた。また、学校にどうしてもなじめず、保護者の障がいに
対する認知がなされにくい場合は、本国に帰国してしまうケースもあると語ってくれた。 
 
（３）滞日外国人当事者への調査および協働的実践 
 ①滞日外国人児童のキャリア支援プログラム 
滞日外国人支援者のインタビュー結果から明らかになったキャリア支援の重要性に基づき、
本研究で取り組んだキャリア支援プログラムについて報告するとともに、今後の課題について
検討した。キャリア支援プログラムは、2016 年 11 月に滞日外国人支援団体のポルトガル語教
室受講児童を対象に行われた。参加者は小学生 19名、中学生 5名であった。また、児童らの保
護者（13 名）も一緒に参加した。インタビューで語られた、「将来の夢やどのような職業があ
るのかなど、イメージを持っていない児童が多い」ということを踏まえ、プログラムを検討し
た。具体的には内容は、①福祉の仕事の紹介、②将来の進路・仕事について考える、③WOOP（Wish
­Outcome­Obstacle­Plan 、以下、WOOP）（夢をかなえる実行計画）の記入とし、時間は約 60
分（講義 40 分、WOOP シート記入 20分）の構成とした。 



WOOP とは、メンタルコントラスティングと実行意図という心理学的知見に基づく、願いを達
成するために自分の行動を調整するためのツールである(竹橋、豊沢、2016)。まず Wish（願い）
を記入してもらい、願いを達成することから想像できる最善のこと＝Outcome（結果）を思い浮
かべ、願いを叶える上での Obstacle（障害）を見つけ、その障害を克服・回避するための Plan
（計画）を「もし～なら」の形で考えるというものである。提出のあった WOOP シート（感想記
載欄含む）は 20 名分（24 名中）であった。「将来の夢」に関しては、各自の夢（デザイナー、
学者、サッカー選手、通訳ほか）が自由な発想で記入されていた。WOOP を活用することで、自
分自身で考え、それを言語化し、将来に向かって進むきっかけを提供することができた。 
 
 ②滞日外国人当事者（母親）との会合 
滞日外国人支援団体 A支援団体に参加する当事者とともに会合を開き、当事者が語る生活の
現状や問題を把握するためにフォーカスグループインタビューを行った。調査対象は滞日外国
人当事者 12名であった。内訳は、国籍（出身国）はブラジル 10名、ベトナム 1名、フィリピ
ン 1名であった。日本での生活歴は 5年～23年であった。調査期間は 2018 年 6月 22 日～7月
27 日、座談会形式でのグループインタビューを 2回（1回 90分）実施した。質問項目は、1）
当事者（利用者）にとっての A 支援団体の存在意義、2）A 支援団体での活動希望、3）当事者
自身の目標・夢について、4）悩みごとや将来心配なこととし、司会者（A 支援団体代表 B 氏、
調査実施者 2名）の進行のもと自由に語っていただいた。その結果、①言葉の壁や日本人との
交流機会が少ない、行政手続き等生活上の問題があること、②将来への不安（子どもや家族）、
③雇用・労働問題（非正規社員・派遣社員等が多く不安定である）、④将来的な希望として日本
で永住したいという意見が多かった。滞日外国人当事者の日本での生活に対する思いが語られ
る中で、当事者の自己肯定感や目標達成感が低いこと、自尊感情や自信をもちづらいことがあ
げられた。子ども家族の将来への不安、雇用面での不安を抱えながらも、これらの課題が個人
に起因するものとしてとらえられていることが特徴的であった。 
 
（４）今後の展望と課題 
 本研究では、ニューカマーの滞日外国人の中でも特に滞日ブラジル人を中心に、フィールド
調査を通じて生活状況を把握し、ソーシャルワークの視座から実践的な生活支援のあり方を提
示していくことを目的とした。そして、NPO/NGO 団体や医療機関、行政機関等の支援団体が提
供している支援内容と、滞日外国人当事者が望む支援内容の相違についても整理した。研究結
果から、滞日外国人当事者が望む支援として、１）将来を見据えた具体的なキャリア支援を行
うことの重要性、２）DV、メンタルヘルス等の生活問題から人権侵害に相当する問題に対処で
きる人材の育成、３）文化的コンピテンシーも含めた当事者のエンパワメントが必要であるこ
とが明らかとなった。今後も協働的実践を行いながら、現場が抱えるニーズを当事者とともに
把握・分析し、問題解決に導くアクションリサーチを行うことの重要性が確認できた。 
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